
オーバーツーリズム対策を主目的としない宿泊税の導入事例

１．調査の趣旨

【第1回検討委員会でのご意見】
既に宿泊税を導入・検討している自治体の多くは観光客数が多く、オーバーツーリズム対策を主目的としている

地域が多いため、本市（京丹後市）との単純な比較は適切ではない。

【本調査の狙い】
オーバーツーリズム対策ではなく、人口減少、地域経済活性化、観光基盤整備など、本市と類似した課題や目的

から宿泊税を導入・検討している自治体（宮城県、山形市、長崎市、松江市等）の事例を整理・比較する。
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2．導入・検討の主な目的

人口減少下における交流人口の拡大 定住人口の減少に対応し、関係人口や来訪者の増加を図る。

観光産業を通じた地域経済の活性化 観光を地域経済の柱へと育て、市内事業者や雇用の高付加価値化を進める。

観光地としての魅力及び競争力の向上 地域の観光資源の磨き上げや、ターゲット層に向けた効果的なプロモーションを実施する。

二次交通や受入環境など、観光基盤の整備 周遊のための交通手段の確保、多言語対応、インバウンド受入体制の構築を進める。

観光施策を継続するための安定財源の確保 持続可能で計画的な観光振興を図るための特定財源を得る。
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自治体事例一覧

自治体 主な背景・目的 税制度の概要 主な使途・施策

宮城県 ・人口減少による県内経済縮小への対応
・交流人口の拡大
・観光産業の基盤強化

定額制：300円
（市町村税との調整有）

・誘客促進、観光資源の魅力向上
・受入環境整備
・観光産業の生産性継続可能性向上

長崎市 ・観光を基幹産業として成長
・都市の魅力と地域経済を高める

段階的定額：
100〜500円

・サービス向上、消費拡大
・資源磨き ・受入環境整備
・情報提供 ・緊急時の対応等

松江市 ・持続可能な観光地づくり
・国際文化観光都市としての競争力向上

定額制：200円
（5,000円未満非課税）

・PR,マーケティング
・閑散期対策
・観光組織づくり
・受入体制、サービス向上

山形市 ・人口減少に伴う地域経済縮小への対応
・観光分野への先行投資

定率制：３％
（R9.4～導入予定）

・観光資源の魅力向上
・受入環境の充実
・滞在・交流人口の拡大
・市民および来訪者の満足度向上につ
ながる持続可能な観光振興施策


